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１、 序論 
 近年の急速かつ大規模な経済発展は、生産

性を極度に向上させ、生産・消費活動の活動

域を広げてきた。その反面で、これに伴って

局所的、地域的、地球規模にわたる様々な環

境問題が発生し、深刻な影響を与えている。

これら環境問題は市場を介さない外部不経済

が顕著になったもので、解決には外部費用の

内部化が必要となる。 
 これに対して政府は法規、規制を行い外部

費用の内部化を図っている。政府の企業に与

える影響は大きく、企業の環境に対する関心

は高まり、産業界は ISO14000シリーズや環
境会計、環境経営などによる環境改善努力が

進んでいる。 
 そんな中、自動車産業は産業界のリーダー

的存在として位置付けられ、自動車と環境の

関わりは注目されることが多い。 
 自動車が発明されてから約 100 年経つが、
この間に自動車技術は大きく発展し、2000
年時での世界の自動車保有台数は 7 億 4,871
万台に達している。我が国では、自動車は貨

物輸送量全体の 91％、旅客輸送量の 74％を
占めており、まさしく国民生活を支えている

といえる。 
 環境問題への対応から、自動車の排出ガス

低減は、ガソリン車は 1978 年度の排出ガス

規制 と二度にわたるオイルショックをき

っかけに大きく進歩した。最近は超低排出ガ

ス車も普及し始めており、2004年上半期（４
－９月）新規登録台数 179万 6548台中、低
公害車は 121 万 1045 台と 67.4％を占めた。
保有台数では全体の約16.5％となる約829万
台となっている。 

)1(

一方ディーゼル車は、技術開発が進みCO

排出ではガソリン車よりも優れ、かつ浮遊粒

子状物質
(
も高いレベルで除去出来るよう

になってきている。欧州ではディーゼルは環

境負荷の少ない内燃機関として認知されてき

ているようである。しかし日本ではディーゼ

ル車は黒煙を撒き散らすという、環境に対し

悪いイメージが強いのが現状だ。 

2

)2

 このように自動車と環境の問題は、排出ガ

スレベルがもっとも注目されるところだが、

燃費向上（ 削減）やリサイクル、生産段

階での省エネルギー（CO 削減）および廃棄
物処理なども課題となっている。自動車と環

境は非常に広範囲に及ぶものとなっており、

ライフサイクル全般に対しての産業としての

対応が必要となっている。又、将来の自動車

には環境負荷を大幅に低減する燃料電池自動

車の普及などが望まれている。 

2CO

2

 こうした環境への対策には多くの技術開発

が必要であるが、先進的な技術開発を行って

いるモータースポーツ界からのフィードバッ

クは大変重要なものである。本論では環境に

配慮したモータースポーツ活動の重要性と推

進の必要性について述べていく。 

 
 
（１） 日本版マスキー法：ガソリン乗用車から排出され

る窒素酸化物の排出量を現状（1978 年当時）か

ら 90％以上削減するという規制。 

（２） ディーゼル車の排気中の黒煙、タール状物質、硫

酸ミストなどの粒子状物質のこと。 
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２、 自動車と環境 
 モータースポーツについて考える前に、現

在の自動車と環境の関連をみていく。 
 現在の地球環境はいくつもの大きな問題を

抱えている。環境破壊が修復能力を上回ると

破局への歩みは加速する。そして持続可能な

成長が提唱され、汚染物質などの排出を早期

に環境の自浄能力以下に低減して、破壊の速

度を抑える必要がある。（図１） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２、１

 地球

0.6℃上
昇は過

の変化

見られ

排出量

シナリオでは、2100年には地球全体の平均気
温が 1990 年と比較して２℃上昇し、海面水
位が約 50cm 上昇すると予測されている。さ
らに温室効果ガスの濃度上昇を止められたと

しても、それ以降の数世紀にわたって気温上

昇は続くと考えられ、海面上昇以外に世界各

地で自然災害や生態系への影響が懸念される。 
 世界全体のCO 総排出量は6,213百万トン

であり、そのうち日本は約 4.9％を占める。
日本国内排出量の約 21％を運輸部門が占め
ており、自家用乗用車からのCO 排出が大き
な影響を与えている。自動車のライフサイク

2

2

活動

 

活動

 

大量生産→大量消費→大量廃棄

ルからCO の排出をみると、約 85％が走行
によることから、燃費の良いCO 排出量の少
ない自動車の開発、普及が進んできている。

2

2

生産：環境の再生能力を超える環境資源の利用 

廃棄：環境の自浄能力を超える不用物の排出 
） 

温暖

昇し

去 10
は地球

る。I
が 19

：他生

：他生
持続不可能な経済
地球温

化の平

ている。

0 年間
の平均

PCC
90 年の

)1(

又、温暖化係数の高い亜酸化窒素（ ）

に関しても排出量の削減を目指して、生成メ

ON 2
物を圧迫し絶滅に追いやる人間の活動

物と共生
カニズムの解明調査がなされている。

COP3 では６種類の温暖化ガスを対象とし)2(

↓ 
済 
持続可能な経
て 1990 年を基準として６％削減目標が設定
 
生産 ⇔ 消費 （循環型）
されている。 やメタンは自動車以外の

自然発生量も多いが、人為排出量の削減努力

が必要である。 

ON 2

生産：環境の再生能力の中での環境資源の利用 

廃棄：環境の自浄能力の中での不用物の排出 
しうる人間活動 
 一方、排出されたCO を大気中から固定化、

あるいは処理する技術開発は、触媒 を利用

して燃料や原料を生成する、植物光合成を利

2

)3(

（図１）持続可能な経済への変革 

（ジャパンタイムス、日本の大気汚染経験より）
暖化 
均温度は 100 年間に約
地球規模での海水面の上

に 10～25ｃｍであり、こ
気温上昇に関連があると

によると、2100年のCO
３倍弱となる中位の予測

2

用する、科学的な吸収吸着、深海貯蓄などが

あるが、いずれも開発規模、スピードを大き

くすべきである。 

 
 
（１） 気候変動に関する政府間パネル 

（２） 温暖化防止京都会議 

（３） ス ウ ェ ー デ ン の 科 学 者 ベ リ セ ー リ ウ ス

（1774~1848年）は 1835年、それ自身は変化し
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ないで、反応の種類や速度を変える物質の働きを

触媒作用と名付けた。触媒作用をもつ物質が触媒

であり、堅く結びついた分子の結合を解放して分

解する、別の物質を合成するなどの作用を行う。

触媒は硫酸やアンモニアの製造に使われるほか、

排気有害物質の浄化などにも利用される。 

 
 
２、２） 酸性雨 
 酸性雨は土壌や湖などの水の酸性化をもた

らし、直接的あるいは間接的に生態系に影響

を及ぼすことが懸念されており、国境を越え

た地球環境問題の１つとなっている。酸性雨

の生成は、化石燃料の燃焼に伴って放出され

たＮＯx や SOｘ が大気中の化学反応に
より酸性物質に変化して降下することに起因

する。自動車の酸性雨への寄与度合いは明確

ではないが、森林枯れ死など局所的な被害へ

の関与が報告されている。排出ガス成分のク

リーン化は酸性雨の面でも望ましい結果をも

たらす。 

)1( )2(

 
 
（１） 窒素酸化物のことで、ｘは通常１か２。１なら一

酸化窒素、２なら二酸化窒素となる。 

（２） 硫黄酸化物のこと。（3）と同じでｘが２なら二酸

化硫黄となる。 

 
 
２、３） オゾン層破壊 
 オゾン層は太陽光中の有害な紫外線を吸収

して、地球上の生物を保護しているが、この

オゾン層がフロンなどの人工科学物質によっ

て破壊され、オゾンホールの規模が拡大して

いる。フロンは科学的に安定しているため成

層圏に達して強い紫外線により分解して塩素

原子を放出し、塩素原子はオゾン分子を連鎖

的に破壊するため破壊は長期にわたってしま

う。モントリオール議定書締約当時はオゾン

層破壊物質の規制は大きく前進したが、途上

国での消費は増加しておりオゾン層破壊物質

からの完全な脱却が急がれる。過去に生産さ

れた物質に関しては回収を完全にして、さら

に無害化する必要があるが、その技術はほぼ

確立されている。使用済み自動車などからの

完全な回収を行えるかが課題である。 

 
２，４） 自動車の環境問題の推移 
 19世紀末から 20世紀初頭にかけて登場し
た自動車は、その利便性により急速かつ大量

に普及した。日本では、1960年代からの高度
経済成長を背景とし、急速なモータリゼーシ

ョンが進んだ。しかし、それとともに都市部

にはおいては、自動車の排出ガスに起因する

大気汚染の問題が顕在化し、局所的な公害問

題の発生につながっていった。そしてアメリ

カのマスキー法 に影響を受け、日本では

1978年には排出ガス規制が実施された。 

)1(

 マスキー法の影響により自動車業界は生産

工場での環境管理体制が整えられ、次々と対

策が打たれた。一方、当時としては厳しかっ

た排出ガス規制に対して、各メーカーはしの

ぎを削って達成に向けて開発を進めた。さら

に、1973年と 1979年の二度にわたるオイル
ショックは省エネルギー、燃費向上の努力を

加速し、代替エネルギー車の開発を促すこと

にもつながった。これらハードルの高い環境

問題克服への努力は、その後、日本の自動車

が世界へ飛躍する大きな要因となった。 
 1990年代に入ると、地球温暖化などを中心
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とする地球環境問題の関心が高まってきた。

1992年地球サミットが開催され、持続可能な
発展が提唱され、地球温暖化防止のためCO
排出量の削減が叫ばれるようになってきた。

これに伴い自動車の燃費はさらに改善される

ようになっている。 

2

 一方、大量生産に伴う大量廃棄と廃棄物処

分場逼迫の問題が加わり、使用済み自動車に

対するいっそうのリサイクル促進への要請が

高まってきた。自動車はすでに 75％から 80％
をリサイクルしているが、さらなる取り組み

が必要である。 

 
 
（１） 大気浄化法改正案第二章。 

自動車排ガス中の HC, CO, NOx の排出量を五年

間で 90%以上削減することを目標として規定。こ

れに基づいて規制基準が設定された。 

 
 
２、５）自動車の環境問題の現状 
 Ⅰ 製品開発段階 

 自動車の環境影響をＬＣＡ評価 すると、 

の排出は走行状態が約 87％を占める。
これは、自動車の 排出は開発段階での

対策と、自動車の使用者の使い方が重要で

あることを示している。以下に排出ガス、

燃費向上、リサイクルへの開発段階での対

応を示す。 

)1(

2CO

2CO

Ａ  排出ガス：排出ガスで対策が必要

な成分は、ガソリン車は、炭化水素 、

一酸化炭素 、窒素酸化物 の３成分、

またディーゼル車は、さらに黒鉛など

の浮遊粒子状物質（ＰＭ）を加えた４

成分であり、国の規制もこれらの成分

について実施されている。 

)2(

)3( )4(

  排出ガスを低減するには、基本的に

はエンジンシステムの改善であり、エ

ンジン本体の改良、三元触媒 による

後処理および電子制御が基本である。

エンジン本体では、吸気系や燃焼室形

状 の変更における空気流動の改善、

燃料噴霧の微粒化 、直噴化 などに

よる燃焼方式の改善がある。後処理技

術では、ガソリンエンジンでは、炭化

水素、一酸化炭素、および窒素酸化物

の３成分を同時に浄化する三元触媒、

ディーゼルエンジンに対しては、３成

分およびＰＭを削減するディーゼル用

触媒やディーゼルパーティーキュレー

トフィルター がある。電子制御は、

燃焼および後処理の最適化を図る技術

であり、空燃比 や点火時期 ・燃

料噴射時期の制御、排出ガスを吸気系

に再循環して窒素酸化物を削減するシ

ステムなどがある。 

)5(

)8(

(

)6(

)7(

)

)9(

(10 )11

Ｂ  燃費向上：燃費向上には、エンジ

ン、車体からタイヤに至る自動車全体

の複合要素に左右される。具体的には、

エンジンの効率向上、駆動系の効率向

上、車両の軽量化および走行抵抗の低

減が基本である。エンジンの効率向上

では、ガソリンエンジンは希薄混合気

を燃焼させるリーンバーン化 、直噴

化による燃焼方式の改善、エンジン各

部のフリクション低減、冷却損失 の

低減がある。駆動系の効率向上では、

トルクコンバーター の駆動損失の

低減、トランスミッションの多段化

やＣＶＴ による駆動方式の改善が

)12(

)13(

15(

)14(

)

)16(
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ある。軽量化では、高張力鋼版 、ア

ルミニウムなどの非鉄軽量金属、樹脂

材料などの適用や部品の一体化などが

ある。走行抵抗では、タイヤの転がり

抵抗の改良や走行時の空気抵抗の低減

がある。 

)17(  Ⅲ 廃棄・リサイクル段階 

  一年間に全国で発生する使用済み自動車

は新車販売台数とほぼ同じおよそ 500 万台

である。うち 100 万台が中古車として海外

へ輸出されるため、国内で処理されるのは

約 400 万台である。最終処分場の逼迫およ

び処分費用の高騰による不法投棄などの問

題が顕在化してきている。ここで二つの動

きとして、自動車リサイクル法とＥＬＶ

指令がでてきた。以下で廃棄、リサイクル

の現状について、自動車リサイクル法とＥ

ＬＶ指令についておよび最終処分場の逼迫

について示す。 

)18(

Ｃ  リサイクル 

 リサイク率を向上させるには設計段階

からの対策が必要である。基本的には、

部品を取りやすくする、部品から材料

を分離しやすくすることなどである。 

 

Ⅱ 生産段階 

  Ａ 解体時の適正処理：解体を行う過程

で出る廃油や鉛などを適正に処理し、

汚染を防ぎ、再利用可能な部品を確実

に取り外してリユース、リビルトして

いる。又、リサイク率を向上させる工

法や技術を開発し、得られた成果をリ

サイクル業者に情報提供するなど、連

携した取り組みが進んでいる。 

自動車は生産段階おいても、地球温暖化、

大気汚染、廃棄物処理、水質汚濁、騒音な

ど様々な環境問題に関わっている。以下に

省エネルギーと廃棄物処理について述べる。 

Ａ  省エネルギー：省エネルギーの取

り組みは、省エネルギー性能の高い設

備の導入・更新、使用設備のエネルギ

ー利用効率の向上および生産負荷の変

動に対する効率的工程運用の三つが基

本である。その効果を 排出量でみ

てみると、1990 年度に 207 万トンが、

1997 年度では 189 万トンまで約９％削

減となっている。 

2CO
  Ｂ シュレッダーダストの削減：使用済

み自動車から発生するシュレッダーダ

ストは、年間 80万トン前後と推定され、

現在そのほとんどが埋め立て処分され

ている。シュレッダーダスト削減には

リサイク率向上とそれを支える法体系

が必要となる。 

Ｂ  廃棄物の削減：廃棄物削減の取り

組みは、端材を再利用する工程内リサ

イクル、自動車製造以外へのリサイク

ルおよび熱エネルギーとしての回収の

三つが基本である。これらの取り組み

の結果、1990 年度に 351，700 トンの廃

棄物が 1998 年度では 86，700 トンまで

約 75％の削減となっている。 

  Ｃ 自動車リサイクル法：2002 年 7 月に

成立した「使用済み自動車の再資源化

等に関する法律」のことである。同法

には新車購入者や車両所有者からのリ

サイクル費の徴収、自動車メーカー、

輸入業者に対するフロン類及びエアバ

ッグの有料回収義務づけなどが盛り込 
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まれている。すなわちより適切な処理

が必要な部品やシュレッダーダスト等

については、メーカーに回収を義務付

け、廃棄物の最終処分費の高騰などに

よる費用増大の一部はユーザー負担で

まかなうものである。 

  Ｄ ＥＬＶ指令：2000 年 10 月にＥＵが

制定したものである。これによるとＥ

Ｕ内におけるＥＬＶのリサイク実行率

を 2006 年以降 85％以上に、さらに 2015

年をメドに 95％以上にすることと定め

ている。2015 年にリサイクル率 95％を

実現するには使用 10 年として（日本の

平均が 10.6 年）2005 年にはリサイクル

可能率 95％の自動車を設計、製造し始

めなければならない。その理由から、

同指令では 2005 年以降に販売される自

動車のリサイクル可能率を 95％以上に

しておくこと、そしてこれを型式認証

要件の中に含むことにした。ヨーロッ

パで販売する日本車も当然この対象に

含まれる。リサイクル可能率を 95％に

するということは、リサイクル不能な

材料をあらかじめ自動車には５％以上

使わないよう設計するということだ。

リサイクル率 95％を実現するにはコス

トの問題が出てくるが、同指令はシュ

レッダーダストの削減にはつながるも

のである。 

  Ｅ 最終処分場の逼迫：リサイクルされ

なかった一般廃棄物は、最終的には最

終処分場に埋め立てられる。一般廃棄

物の場合最終的に埋め立てられるのは

年間約 1000 万トン、産業廃棄物の場合

年間約 8000 万トンにおよんでいる。有

限である国土に毎年これだけの量のゴ

ミが埋め立てられるのだから、当然の

ごとく最終処分場の寿命は年々短くな

っていく。全国平均で、一般廃棄物の

場合最終処分場の残余年数は約８年、

産業廃棄物の場合約３年といわれてい

る。これは最終処分場の枯渇問題であ

り、枯渇性資源である最終処分場の節

約を考えなければならない。 

    枯渇性資源としての最終処分場を節

約するためには、二つの方法がある。

第一は廃棄物を出さないような技術開

発、システム構築を行うこと、つまり

廃棄物の発生抑制を行うのである。第

二は廃棄物をなるべくゴミではなくリ

サイクルによって資源として使いまわ

すことである。この二つの方法は、最

終処分場を使わない技術と考えられる。

どちらも自動車産業に改善の余地のあ

ることである。 

0
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 図２-１ 産廃最終処分場の残余年数 
ｘ軸は年度 ｙ軸は残余年数 

社団法人 全国産業廃棄物連合会より 
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（５） 排気系に装着され、排気中の炭化水素、一酸化炭

素、窒素酸化物を同時に低減させる触媒。炭化水

素及び一酸化炭素の酸化に窒素酸化物が使われ

るために、窒素酸化物は窒素に還元される。この

場合、酸素が過不足なく燃料を燃焼させる空燃比、

すなわち理論空燃比に制御されることが必要に

なる。触媒物質としては白金、パラジウム、ロジ

ウムが主体となり、これに希土類などの助触媒が

加えられている。またリーンバーン専用の触媒も

0
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図２-２ 産廃最終処理場の残余容量
ｘ軸は年度 ｙ軸は万立方メートル 
窒素酸化物を還元する瞬間は三元触媒である。 
社団法人 全国産業廃棄物連合会より 

（６） シリンダーヘッドと上死点時のピストンとで構

成される空間。バルブ配置や数、点火プラグの位

置、ピストン上面の形など多くの要素によってそ

の形状は異なる。これらの要素はエンジンの諸性

能や特性に大きな影響を与える。 

） ＬＣＡ評価とはある製品の原料の採取から製造、

使用、廃棄に至る全ライフサイクルについて、環

境（自然界）からどれだけの資源・エネルギーを

取り込み、環境に対してどれだけ負荷を与えてい

るかを数値化して定量的に評価するもの。 

（７） 供給した燃料を、燃えやすい混合気が形成される

ように、より粒径の細かい粒子とすること。ポー

トに燃料を噴射する供給する装置で平均１００

µ ｍ以下、燃焼室に直接噴射する方式で平均粒

径２０µ ｍ以下が要求される。 

） 水素と炭素からなる分子の総称。化石燃料は炭化

水素が主成分である。すべての炭化水素は燃料に

なりうるが、炭素を含む為、燃やすと必ず二酸化

炭素を発生させる。大気中に拡散するとオキシダ

ントを生成するため、人間や動植物に害を与える。

塗装や洗浄の工程で用いられるが、作業者の肝臓

や神経系などに障害を起こす為、許容溶剤濃度が

決められている。 

（８） 燃料を直接シリンダー内に噴射し、火花点火によ

り燃焼させるエンジン。圧縮行程後期に燃料を噴

射場合と、吸入行程に噴射する場合とがあるが、

いずれも直噴エンジンである。成層燃焼において

は、噴射された燃料がシリンダー壁に付着したり、

均一に混合されないよう直接噴射する方式とな

っている。燃料を圧縮行程の後半で噴射すること

によって、点火プラグの近くだけ着火容易な可燃

混合気を供給する層状吸気による運転が可能と

なり、全体としては超希薄な空燃比による運転に

より、２０％近い熱効率の改善が実現されている。 

） 無色無臭で透明のガス。血液中のヘモグロビンと

結びつきやすい。空燃比が理論空燃比より濃くな

ると、空燃比が１変化した場合、一酸化炭素濃度

は２％変化する。 

） 一酸化窒素は無色無臭のガスであり、大気中で

徐々に酸化して二酸化窒素に変わる。二酸化窒素

は刺激臭を伴う茶褐色のガスであり、粘膜を刺激

する有害物質である。窒素酸化物は炭化水素と共

存する時、強い日光が当たると光化学スモッグを

生じる。 

（９） Diesel Particulate Filter の頭文字をとってＤ

ＰＦとも呼ばれる。ディーゼル微粒子除去装置の

こと。ディーゼルエンジンから排出される煤や未

燃焼成分を捕獲するための濾過装置。 
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（１４） ＡＴの基本要素の一つクラッチに相当し、動力の

伝達にオイルの流れを利用しトルクを大きく出

来る。エンジンに直結したポンプ、オイルの流れ

を変えるステーター、出力メンバーであるタービ

ンからなり、これらが密閉された一体のハウジン

グに収められている。エンジンが回るとポンプの

羽根がオイルを動かし、オイルの流れはステータ

ーの羽根で向きを変えてタービンの羽根に当た

りタービンを回す。タービンはトランスミッショ

ンへの入力軸となる。オイルを通じて駆動力が伝

達されるのでスムーズな発進が出来るが、アイド

リングでも僅かにトルクの伝達があるのでクリ

ープを生じる。オイルを介しているので伝達効率

が落ちる欠点がある。 

（１０） Ａ／Ｆと表す場合もある。英語では air-fuel 

ratio と表し、シリンダーに供給された空気の重

量を燃料の重量で割った値。特に酸素も燃料も余

らせずに燃焼を終了する空燃比を理論空燃比と

呼び、ガソリンの場合 14.7 となる。この理論空

燃比よりも小さい状態を濃い（リッチ）、逆に大

きい状態を薄い（リーン）と呼ぶ。三元触媒を用

いる際は、酸素と燃料が過不足なく反応する理論

空燃比になるようフィードバック制御を行う。 

（１１） エンジンの回転速度が高いほど、また圧縮後のガ

ス圧力が低いほど早めに点火し、ノッキングの発

生に対しては、点火タイミングを遅らせるのが効

果的。またエンジンの冷間時と温間時では要求さ

れる点火時期が異なる。以前は機械式ディストリ

ビューターでの制御であったが、現在は電子制御

により最適な点火時期を調節することが出来る。 

（１５） 車両がエンジンで駆動される場合、終減速機との

間でエンジン回転数を変速し、走行に適した可変

する装置をトランスミッションという。低速走行

時にはエンジンのトルクを増幅して発進や登坂

出来るようにし、高速走行時には最高速が出せる

ように変速比を最適にする。また加速走行では、

あらゆる車速から十分な加速力が得られるよう

に各段位の変速比が設定されている。１０年ほど

前まではＡＴで３速、ＭＴで４速というのが平均

的であったが、近年は多段化が進み、ＭＴで６速、

ＡＴで７速というトランスミッションも採用す

る車が出てきた。多段化することによって各ギア

の変速比がより接近するため、よりスムーズな加

速性能を得ることが出来る。またあらゆる速度域

でより最適な変速比を選択することが可能にな

ったので優れた燃費経済性を実現している。通常

ギア数を増やせば重量の増加を伴うが、トランス

ミッションケースにマグネシウムを採用するな

どし、重量増を抑え、燃費向上に貢献している。 

（１２） 理論空燃比より薄い混合気を燃焼させることで

燃費を低減し、燃焼温度も低下するため窒素酸化

物の発生を抑える希薄燃焼であるが最近では技

術の進歩により、遥かに薄い混合気を燃焼させる

ことを指すようになった。成層燃焼により平均的

に薄い混合気を燃焼させたり、急速燃焼で均一に

薄い混合気を燃焼させる方向にある。最近では空

燃比２０を超えるレベルが常識となっている。 

（１３） エンジンにとって避けることが出来ない損失で

ある。膨張行程中にガスが冷却されることにより

ピストン仕事に損失が生じることをいう。燃料の

持つ熱エネルギーの２０％以上が冷却系に捨て

られているが、冷却損失にはピストン、シリンダ

ー、燃焼室の金属材料保護のために必要な冷却や、

保護する必要のない部分から冷却系に熱が逃げ

ることで損失が生じる。ガソリンエンジンでは圧

縮行程の終わりのガス温度が高すぎるとノッキ

ングが発生するため、ガス温度の限界があり、や

むを得ず冷却系に熱を捨てる。 

（１６） 変速比が無段階に変更できる変速機。大きなトル

クには耐えられる構造ではなかったので、まず小
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型車を中心に採用され始め、その後技術進歩によ

り耐久性が向上し大型の大パワー車にも採用さ

れるようになってきた。近年ミニバンなどのファ

ミリーカーに多く採用される。 

（１７） 低炭素鋼に少量の合金元素を添加し、一般の鋼板

よりも引っ張り強さを向上させた鋼板のこと。軽

量化の目的でボディの鋼板のうち２５～３５％

使用されている。主な部品としてはフレーム、ピ

ラー、メンバーに使用されている。 

（１８） ＥＬＶは使用済み自動車（End of Life Vehicle）

のこと。 

 

 

２、６）自動車と環境問題の展望 

 今後は、持続可能な発展を実現するために

自動車は、大気汚染防止、地球温暖化防止、

循環型社会への貢献がますます求められるよ

うになる。このため、CO 排出削減、生産段
階でのゼロエミッション化、リサイクル率の

向上およびコストの削減などが重要になって

いる。 

2

 Ⅰ 熟成が進む既存テクノロジー 

  自動車の環境対応を進めるうえで重要な

ことは、その対策が世の中に受け入れられ、

普及することである。このため、環境対策

と自動車の利便性、経済性・低コストの両

方が非常に重要な要素となる。この意味で、

現在のガソリン車とディーゼル車の環境対

応が、もっとも優先的な課題となる。ガソ

リン車はいっそうのCO 排出削減を進め
るとともに、近い将来、大気並の排出ガス

清浄化が期待される。ディーゼル車は、

削減にとって非常に重要であり、格段

の排出ガス清浄化が期待されるが、さらに

排出ガスを清浄化するには、硫黄分をほと

んど含まない軽油やＧＴＬ など燃料の技

術革新と組み合わせた技術開発が必要であ

る。 

2

2CO

)1(

 

 Ⅱ 新エネルギー車 

  化石燃料の代替エネルギーとして、各種

の新エネルギーの開発が進んでいる。天然

ガス、電気、水素、メタノール、太陽光な

どの様々な代替エネルギーがある。現在も

っとも注目を浴びているのは、水素を車に

充填し、水素から電気を発生させ、その電

気でモーターを回す燃料電池自動車である。

水素を燃料として自動車を動かすもう一つ

の方法として、ほとんどガソリンエンジン

と同じ構造のエンジンに対して水素燃料を

使用することがある。この技術はＢＭＷが

熱心に開発を進めている。 

  水素から電気を作りだす方法には、水素

を直接自動車に充填するやり方と、水素以

外の材料を自動車に搭載した後、自動車の

中で水素を作り出し、その水素を使って電

機を作りだす方法の二つが考えられている。

現在は前者が主となっていて、その中でも、

水素を圧縮して貯蔵するやり方が有力とな

っている。 

  燃料電池車の普及には、水素供給のイン

フラ整備が第一である。現在実用規模の水

素供給装置 を作ると、約３億円のコスト

がかかってしまう。政府は 2005 年までに水

素の安全性を考え法規制を緩和する予定で

ある。又、1 台あたり億単位の製造費を、

技術開発によってコスト削減する必要もあ

る。 

)2(

  国や自動車メーカーは、地球温暖化防止

への第一歩の役割をハイブリッド車が果た
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し、燃料電池の技術が完成してくる 2010～

20年頃からその役割を徐々にバトンタッチ

していく、そんなシナリオを考えている。 

 

  

（１） Gas To Liquids の略で，天然ガスをガソリン，

灯油・軽油などの液体燃料に変換すること。 

（２） 2003 年度時で全国に５つ。 

 

 

３、 モータースポーツと経済 

３、１）効率性を競うモータースポーツ 

 モータースポーツは日本では決して人気あ

るとは言いがたいスポーツであり、多くの人

がその実態について知らないようである。そ

して反社会的なものである、という認識を持

っている人も少なからずいるようである。確

かに騒音・排気・速度などは市販車でのレベ

ルとは大きく異なる。 

 モータースポーツといっても、その規模は

様々であり、週末にナンバー付車両でサーキ

ットに出向き趣味的に走行を楽しむものから、

Ｆ１ の様にビジネスのみならず政治的な

要素までも含むようなものまである。上記の

様に、反社会的であるという認識が生まれる

のは、サーキット走行用に改造した市販車両

で公道を走行するようなことに対して持たれ

ているのかもしれない。 

)1(

 しかし本論で考えているようなモータース

ポーツは、ＦＩＡやＪＡＦ公認規模のものと

し、そしてそれらに使用されている技術は非

常に高レベルなものである。性能はもちろん

市販車とは比べ物にならないが、言い換える

と極めて効率性がいいのである。 

現在の内燃機関を動力源とする車の環境対

策技術は効率性の追求と言っても過言ではな

く、市販車とモータースポーツで活躍する競

技車両は効率性という面で重要な繋がりを有

している。 

第二章で挙げたことと重複するが、市販車

で主に取り上げられる効率性とは、リサイク

ルを進めやすい設計、溶接・塗装のみならず

アッセンブリーまでもロボットが行えるよう

な部品の設計等数え切れないほどのことがあ

るが、モータースポーツと関連してくる効率

性は燃費・空力特性・軽量化の三つが大きい

だろう。 

燃費はエンジンブロック ・クランクケー

ス
)
・シリンダーヘッド をはじめとするエ

ンジン本体の設計、フリクションの少ない加

工から、インテークシステム やエキゾース

トシステム の最適化、エンジンのマップコ

ントロール
(
など多くの要因が直接的に影

響を与える。 

)2(

(

3( )4(

)5

)6(

)7

空力特性もまた燃費に対する影響が大きい。

空力特性は走行中の車に対して加わる空気力

の特性を総称したものであり、これらの力は

三方向の力と三方向のモーメントで表すこと

ができ、これを空力六分力という。空気六分

力は車速の二乗に比例して燃費、加速性能、

最高速、操縦安定性、横風安定性などに影響

を与える。空気六分力の中でも最も燃費に関

連があるのが、車の前後方向に作用する空気

抵抗である。空気抵抗係数はＣＤ値 と知ら

れており、車のカタログでも高性能を謳う車

種ではＣＤ値を公表しているので機会があれ

ば探してみるといい。理論的にはこの値が１

０％小さくなると燃費は２％向上すると言わ

れている。 

)8(

車の軽量化には数多くの効用が存在する。
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軽量化の効用は燃費・最高速・加速性能・操

縦安定性・ブレーキ・乗り心地・操作性・サ

ービス性などがある。衝突安全面からも軽い

ほうが、エネルギー吸収量が少なくてすみよ

い面もある。車全体が軽いと入力加重が減り、

各部品や部位の耐久強度は上がる。副次的に

は振動・騒音が伝わりやすい面もあるが、振

動発生源が軽いとそのエネルギーは少ないの

で、振動・騒音はトータルでは減るといえる。

さらにタイヤの磨耗や機械嵌合部の磨耗も減

る。積載性の向上、耐久性の向上もある。 

以上の三点は特にモータースポーツからの

フィードバックが重要である。モータースポ

ーツでは空力特性の研究開発は、車両にかか

るドラッグ とリフト をいかに減らし、

いかに強力なダウンフォース を得るかと

いう点で行われるが、それによって得た結果

はそのまま市販車に応用出来るものである。 

)9( )10(

)11(

また軽量化は多岐に影響し、バランスのと

れた総合技術を必要とするので、軽量化技術

はまさに自動車技術そのものと言っても過言

ではなく、モータースポーツでの軽量化技術

の進歩は市販車に直接結びつく。レースの世

界では１０年ほど前から使われていた軽量で

かつ高剛性であるＣＦＲＰ やマグネシウ

ム
(
も、最近では５００万円クラスの車にも

ほんの一部ではあるが採用されるようになっ

てきた。 

)12(

)13

燃費についてはモータースポーツ及び市販

車の両者に重要である。市販車で燃費が重要

であることは直感的におわかりいただけるは

ずだ。一方モータースポーツでは燃費がよい

ことは、燃費が良い分一度の給油で長く走れ

る事を示す。レース全体を通しての燃料搭載

量が少なければ車両重量を減らすことができ、

ラップタイムは上がるのである。例えば現在

のＦ１では一般に燃料を１０ｋｇ少なくする

と、ラップタイムは０．４秒ほど速くなると

言われている。それだけモータースポーツで

も燃費は重要なのである。往々にして燃費は

パワーを代償にして得られるものだが、技術

の進歩により高次元で燃費とパワーのバラン

スがとれるようになることは両者にとって望

ましい。 

モータースポーツと我々が利用する車が効

率という面で深くつながっていることはわか

っていただけたはずだ。しかし今まで及び現

在はこれまで述べた様にしかつながっていな

いのである。つまりあくまでレース向けに開

発された技術を有効に使い、結果として環境

に優しい車を開発出来たと言える。レースの

世界での技術というのは性能もコストも極端

ではあるが、その内容というのは現在市販車

に採用されている技術の何年も先を行ってお

り、先行開発の意味も大きい。もしもその様

な世界に環境に配慮をするという概念が入り、

それに基づいて研究開発が行われたなら、環

境対策技術の進歩のスピードは速くなるであ

ろう。つまりマニュファクチャラーズ と環

境対策という相反するものが組み合わさるこ

とが、自動車業界しいては社会全体に利益を

生み出すようになるのである。その為に二つ

の相反するものを組み合わせるような策を考

えなくてはいけない。 

)14(

 

 

（１） ＦＩＡ規定の Formula One カテゴリーのマシンで、

選ばれたドライバーによって戦われる世界最高

の自動車レース。 

（２） シリンダーブロックともいう。エンジンの骨格と
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（８） coefficient of drag のことで、空気抵抗係数。

抗力係数ともいう。 

なる部分で、ピストンが摺動するシリンダーと主

運動系を支える部分で構成される。材質は鋳鉄か

アルミニウム合金製である。エンジンブロックに

は非常に高い剛性が要求される。 

（９） 空気抵抗のこと。 

（１０） 物体を持ち上げようとする空気の力。揚力。走行

中の車体に空気が下から潜り込んで持ち上げる

ような作用をする。速い気流のもとでは車体が吸

い上げられる。ごくわずかな力だが、結果車両は

ハンドリングが低下し安定性が損なわれる。つま

り揚力が少ないほどその車のデザインは優れて

いるのである。 

（３） シリンダーより下方で、クランクシャフトの回転

部分を取り囲むように設けた壁面部分。クランク

ケースはシリンダーブロックの剛性確保に重要

である。 

（４） シリンダーブロックとともにエンジンの骨格と

なる主要部分で、エンジン性能に最も影響を与え

る大型部品である。ピストンの頂点とともに燃焼

室を形成し、吸気と排気のポートを備えている。

その他にもエンジンの仕様によって点火プラグ

や燃料噴射装置を取り付けられるようになって

いる。材質は主にアルミニウム合金製。 

（１１） 車体を路面に押し付けるように作用する力。ウイ

ングなどの空力装置によりダウンフォースを得

ることで、タイヤの接地性能を上げ、コーナリン

グ性能を上げることが出来る。 

（１２） 炭素繊維強化樹脂。俗にはただカーボンと呼ばれ

ることもある。炭素素材で補強されたＦＲＰのこ

と。軽くて強くて弾性率が高いことを生かして、

ゴルフクラブ、釣竿、テニスラケット、などにも

使用される。車ではプロペラシャフト、ボンネッ

ト、モノコックフレームなどに採用される。非常

に高価である。 

（５） 広義には、エアクリーナー前方の空気取り入れ口

からシリンダーヘッドの吸気ポートまでを指す。

一般には、スロットルから後ろを指す。スロット

ルから後ろの吸気官の長さや形状はエンジント

ルク特性に直に影響を与える。 

（６） エンジンの燃焼室で燃焼したガスが車外へと排

気されるまでの一連の流れ。排気管には三元触媒

やサイレンサーが取り付けられている。それら一

つ一つや排気管の形状によってエンジンの特性

は大きく異なってくる。 

（１３） アルミニウムよりも軽量。コストは割高。ステア

リングホイールの心金、ホイール、外板、などに

使用される。 

（１４） レースマシンを製造している製造業者を指す。コ

ンストラクターズと呼ぶ場合もある。これ以降、

チームや参加団体といった表現も出てくるが講

義でマニュファクチャラーズと同じである。 

（７） エンジンの運転変数を両軸にとり、平面的に制御

目標値を読み出し、エンジンをコントロールする

方式。横軸にエンジン回転数、縦軸に軸トルク、

インテークマニホールド内絶対圧などをとり、そ

れぞれの交点に１パルスで供給する燃料の量、あ

るいはパルス幅、さらに点火時期などを決めてお

き、エンジン運転状態に対応して、これらのデー

タを引き出してエンジンを制御する。マップの制

御がプログラム化されより最適に制御出来るよ

うになっている。 
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３、２）モータースポーツ概説 

 現在行われているモータースポーツに対し

て、環境対策を促す方策を考える前に、ある

程度モータースポーツについての概要を知る

必要がある。前の述べた通りモータースポー

ツといってもその規模は様々であり、その全

てを把握することは難しい。その為本論では

ＦＩＡ・ＪＡＦ公認のレースを仮定するのだ

が、まずはＦＩＡやＪＡＦがどのような役割

を果たしているのか以下に紹介をしていく。 

 ＦＩＡは Federation Internationale del' 

Automobile の略称で、国際自動車連盟と言い、

いわば国連の自動車版で、従ってモータース

ポーツに関しての様々な国際ルールはこのＦ

ＩＡで決定されることとなる。このＦＩＡの

モータースポーツ部門は一時期、ＩＳＡ＝国

際自動車スポーツ連盟と呼ばれていたが、１

９９３年からＦＩＡ世界モータースポーツ評

議会(ＷＭＳＣ)と名称を変更している。ＪＡ

Ｆをはじめ世界１１８ヶ国（２００１年６月

現在）がこのＦＩＡに加盟している。ＪＡＦ

はＦＩＡによって公認された我が国のモータ

ースポーツ統括団体（各国１団体）として諸

規則の判定、管理、競技会の公認、車両の公

認など、日本国内のモータースポーツに関す

る統轄業務と国際関係業務を行っている。１

９６４年の第２回日本グランプリで、ＪＡＦ

は初めての国際競技を単独主催し、これは１

９７３年（昭和４８）まで続いたが、１９８

０年以降は本来の業務、すなわちライセンス

の発給、競技会の組織許可、記録の公認とい

った役割を果たすために、グランプリレース

への直接の参画は取りやめている。 

 次にレースの主催はＦＩＡやＪＡＦ公認の

団体がオフィシャルとなり行う。場合によっ

ては資金力のあるマニュファクチャラーズが

行うこともある。 

 以上のことに参加団体が加われば一つのレ

ースが成立することになる。 

 

３、３）モータースポーツの資金循環 

 前項の様に一つの競技が開催できる状態に

なったとしよう。だがその運営にかかるコス

トはどうなっているのだろうか。また競技に

参加する団体はインセンティブなく参加して

いるのだろうか。もちろんモータースポーツ

に参加している人々は、車での競技が好きだ

からという理由があるだろうが、プロとして

レース業界で生計を立てている人もかなりい

ることが推測出来るのだから一つのレースに

資金循環が起きているはずである。 

 モータースポーツの資金循環にはいくつか

の種類があるわけではない。規模の大きな競

技ほど一般形がよりよく当てはまる。という

のも規模が小さい競技ではプロではなくセミ

プロの参加、有志での参加といったことがよ

くあるのである。規模の小さなという競技と

いうよりも人気のない競技といった方が正し

いかもしれない。人気のない競技に資金の循

環が成立し切らない要因についてはこの項の

最後に述べるとする。モータースポーツでの

一般的なお金の流れを考える際には、Ｆ１の

様な非常に規模も人気もある競技を想像する

とよいだろう。 

 まずレースに関与するファクターを考える

とそれは四つあると言える。主催者、参加団

体、サーキット運営団体、最後に参加団体も

しくは個人につくスポンサーである。それ以

外に各国政府が関与してくることもあるが、

ここでは基本形としてファクターを以上四つ
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と仮定する。（図３参照） 

 まず主催者は運営にかかるコストをサーキ

ット側等に払う。もちろんレースでの優勝者

等には賞金を支払う。主催者の収入源は参加

団体からのエントリーフィーと観客からの入

場料の一部である。これにＦ１など規模の大

きな競技ではＴＶの放送権収入などが加わる

ことになる。 

 サーキット側の出費は日々の維持管理費用

となるが、ＦＩＡの公認を受け続けるために

は、安全のためにＦＩＡから命ぜられる改善

指示に従い数年に一度改修工事を行う必要が

生じることがある。サーキットの収入は観客

の入場料の一部と主催者からのサーキット利

用料である。 

 参加団体であるが、まず支出は関係者への

給与と研究開発費用とエントリーフィーが主

なものとなる。そして収入源はスポンサーも

しくはサプライヤーからの資金提供及び部品

提供となる。 

 スポンサーはモータースポーツへの出資を

広告宣伝費として行う。スポンサーは資金提

供を行う代わりに、車両、ウェアなどに自社

のロゴを入れてもらうのだ。そしてレース以

外の広告宣伝活動に資金提供した参加団体や

ドライバーを起用したりすることもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サーキット

観客・グッズ・

TV放送権等
主催者

関係者給与 開発費用

エントリーフィー賞金

スポンサー

資金

各チーム

使用料

サーキットサーキット

観客・グッズ・

TV放送権等

観客・グッズ・

TV放送権等
主催者主催者

関係者給与関係者給与 開発費用開発費用

エントリーフィーエントリーフィー賞金賞金

スポンサー

資金

各チーム

スポンサー

資金

スポンサースポンサー

資金資金

各チーム各チーム

使用料使用料

 

 

（図３）モータースポーツの資金循環 
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 レース参加団体に多く出資を行っているス

ポンサーは、チーム名に自社の名前を加えた

り車両を自社のスポンサーカラー
(
にした

りすることが出来るのが一般的である。２０

０４年シーズンのＦ１チームでそのことをみ

てみよう。ウェスト・マクラーレン・メルセ

デスという名前の参加団体があるが、このマ

ニュファクチャラーズの名前はマクラーレン

であり、タイトルスポンサーを勤めるウェ

ストというのはドイツのリームツマ・タバコ

会社のウェストというブランドである。メル

セデスはメルセデス・ベンツのことでありマ

クラーレンに対して資金提供と技術提供を行

っている。この例以外にもほぼ全ての競技で

ほとんどのマニュファクチャラーズがタイト

ルスポンサーを抱えており、マニュファクチ

ャラーズ名とタイトルスポンサー名が組み合

わさりチーム名として世間には認知されてい

る。車両やチームの色、チーム名がメインス

ポンサーの変更によって変わってしまうこと

からも、レース参加団体への影響が大きいこ

とが分かる。 

)1

)2(

 

（１） スポンサーの援助を受ける代わりに、マシンのカ

ラーリングをスポンサーの指定する色に塗るこ

と。スポンサーカラーというアイデアをＦ１に持

ち込んだのは、ロータスの創始者Ｃ．チャップマ

ンで、黒地に金文字のＪＰＳロータス、黄色に青

文字のキャメルロータスなどが有名である。ウェ

スト・マクラーレン・メルセデスは銀と黒のグラ

デーションに赤のワンポイントである。多くのメ

ジャーカテゴリーでタバコ会社はビッグスポン

サーになっていたが、近年は広告規制によって厳

しい環境にある。新しい傾向としては、ＩＴ関連

企業がモータースポーツに参入する例が増えて

いる。 

（２） イギリスのマニュファクチャラーズ。ニュージー

ランド出身のドライバー、ブルース・マクラーレ

ンが 1964 年に設立。Ｆ１ではこれまで、ドライ

バー、コンストラクターズ合わせて 19 個のタイ

トルを獲得し、現在もトップチームの座にある。 

 

３，４）Ｆ１における広告 

 誰もがモータースポーツで一番に思い浮か

べるカテゴリーといえば Formula One（以下

Ｆ１という）ではないだろうか。Ｆ１は、テ

レビの視聴者数も非常に多く、各チームにも

大企業と呼ばれる企業がスポンサーとしてつ

いている。 

 参加団体の研究開発費は膨大な額に達する

ことは、規模が大きな競技であればあるほど

その傾向が強くなる。たとえ規模が小さくて

もやはり相当のコストがかかることは必然で

あり、その額を賄う分だけの資金をスポンサ

ーが提供することが必要となるが、人気がな

い競技だとそれが成り立たない。つまり人気

がないと言うことは広告宣伝活動をしても効

果があまり望めないのである。参加団体が必

要とする費用分をスポンサーからの資金提供

で賄えない場合は、資金の循環は成立しなく

なってしまう。 

 Ｆ１で、スターティンググリットに映し出

されるマシーンは、世界中の企業からの約１

５億ドルものスポンサーとしての支出の象徴

であると言える。すべては、世界中の１２８

国で１億６千万人いるといわれているテレビ

の視聴者への企業広告を目的にしたものであ

る。これほど規模が大きく権威があり、年に

１９回も露出の機会があるスポーツは他には 
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無いに等しいのだから当然とも言える。スポ

ンサーのＦ１チームへの資金提供の一番の利

益は、企業のブランドとテクノロジーを、顧

客に知らしめる機会であると言える。 
Ｆ１だけでなくモータースポーツ界では近

年、ＩＴ企業に代表されるような最先端テク

ノロジーを持つ企業が増えてきている。ライ

バルブランドの製品とテクノロジーに大きな

差が無い場合は、ＩＴの世界ではブランド価

値が大きな意味を占めることになる。Ｆ１を

始めその他カテゴリーのレースにも多くのＩ

Ｔ企業が資金提供をしていることは、モータ

ースポーツでの広告宣伝活動がどれだけブラ

ンドを高めるかということを物語っている。 
チームは常にスポンサーから活動と結果を

評価され、毎シーズン、場合によっては毎グ

ランプリごとにその契約が延長されたり、破

棄されたりしている。もちろん結果がポジテ

ィブなものであれば契約延長さらには提供資

金増加ということになってくる。 
しかしＩＴ企業をＦ１に引き付けるのには

他の要素もある。それは、テクノロジカルな

イメージが最先端テクノロジーを扱う企業に

は重要なのである。企業の関わりはステッカ

ーを貼るだけにはとどまらない。チームの活

動全てに広まり、チームのメンバーが使うノ

ートパソコンやＰＤＡなどによってトラック

サイドからのリアルタイムのテレメトリーの

通信にまで関係している。もしコンピュータ

ー関連の会社が、あるチームのスポンサーで

あれば、チームが使うコンピューターに自社

のものを提供することで、そこにあるスーパ

ーコンピューターは世界中の産業で使われて

いるものと同じものであると主張し宣伝する

ことが出来るのである。つまり、スポンサー

とチームの深い関係を通してチームがスポン

サーのテクノロジーを使うことによって、説

得力のあるメッセージを送ることが出来るの

だ。 
Ｆ１のチームのスポンサーにＩＴ企業が増

えてきた一方、それまでのタバコ広告は影を

潜め始めてしまっている。 

 
－以下 BUSINESS LIFE February 2005「DEALS 

ON WHEELS」より一部引用－ 

BMW Williams のスポンサーである
NiQuitinは、Ｆ1に宣伝方法を見出した初の
禁煙製品である。毎年８０億円を資金提供し

ていると言われており、そのロゴはアッパー

ノーズとコックピットエッジに配されている。

NiQuitin の首脳陣は製品を喫煙者に売る必
要があると考え、それ故、未だスポーツの中

でタバコ広告が強いところに宣伝を行うこと

が一番手身近であるという戦略を立てたので

ある。 
タバコとモータースポーツのつながりは

1968 年にまでさかのぼる。Ｆ１の初期のスポ

ンサーであった John Player は、後に Gold 

Leaf Team Lotus として世に知られる Lotus

チームに、レッド・ホワイト・ゴールドのカ

ラーを纏わせるために£1000000 を支払った

ことが、タバコ広告とモータースポーツの関

係の始まりと言われている。後にロータスの

ブラックとゴールドの John Player Special

の配色と、イエローキャメルの配色はＦ１に

おいて最も有名な配色の二つとなったのであ

る。(一部引用終わり) 

 

 Ｆ１の中でタバコ会社から資金提供を受け

ていないのは６つのチームである。残りの４
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チームは未だタバコ会社がスポンサーではあ

るが、その期限は今年の終わりに迫っている。

モータースポーツの統括をしているＦＩＡは

独自に、World Health Organization に従い

2006 年の終わりからタバコ広告を禁止する

ことを決めていたが、２００５年７月３１日

に、ヨーロッパ議会はタバコ広告を禁止する

ことを決定したことにより、この期日は前倒

しされることになった。このことは、例え世

界中でレースが行われるとしても、チームは

タバコ会社と関係を持ったままマシーンを走

らせることは出来ないということになる。も

し法律が今からそれまでに変わらなければ、

チームはタバコマネーを使わずに走るか、ど

の場所でもブランドなしで走るか、Ｆ１とい

うカテゴリーがストップしてしまうことにな

る。 

 タバコ会社から資金提供を受けているチー

ムの代表者は、タバコ会社の代替となるスポ

ンサー探しに追われることとなるはずである。

タバコ会社から資金提供を受けていた４チー

ムはいずれも上位チームであり、圧倒的な資

金のタバコマネーで開発力があったことを考

えると、タバコマネーを失い下位チームと開

発力の差が縮まることが考えられる。 

 

３、５）スポンサーと合理性 

モータースポーツにはサーキットでのレー

ス、ラリー等たくさんの競技が存在するが、

どれもが時間、距離、速度を争うものであり、

かつ車両とドライバーの限界を競うものであ

る。つまり一つのレースやラリーに出場し望

まれることは優勝をすることに他ならないの

だ。優勝はドライバーのみならずチームのメ

ンバーが渇望することであるが、なによりス

ポンサーの絶好の広告宣伝活動につながるこ

とが重要なのである。 

 上記したように速く走りより上のポジショ

ンで競技を終わらせることは、モータースポ

ーツでは合理的なことであるが、スポンサー

がついている限りそれだけが全てではない。

ポディウム やポイント圏内を常に目指す

ことが出来るチームは、全体うちの限られた

上位のチームでしかないことが多く、下位の

チームはメディアに対する露出と観客の注目

が少なくなってしまう。スポンサーはあくま

で宣伝広告活動が目的なのだからそれでは出

資する意味が薄れてしまう。概して下位チー

ムは上位チームよりもスポンサーからの出資

額は少なく資金難に陥っていることが多々あ

るが、チーム側もスポンサーもしくは出資金

をより多く得る為に、宣伝広告活動として合

理的な行動をとる必要がでてくるのである。

ポディウムは望めないが宣伝広告として合理

的な行動というのは、つまりは目立ち注目さ

れることである。 

)1(

 １０年ほど前の市販車ベースのレースで、

あるタイヤメーカーをメインスポンサーとし

て活動していたチームがあったが、そのチー

ムはまさしく下位チームであり、芳しい成績

を残すことが難しいという状況があった。そ

のチームの車両が装着するタイヤはメインス

ポンサーが供給するものであったが、当時の

そのタイヤメーカーのタイヤの特性が、新品

の状態から１０ラップ程は極めて高いグリッ

プ性能
(
を発揮しその後熱により急速にグ

リップを落としていくというものであり、そ

のことを利用してチームは下位チームとして

合理的な行動に出たのである。その行動とは

初めの１０ラップのみを想定し燃料をわずか

)2
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だけ積み、１０ラップ目までを他車より圧倒

的に早いタイムで走るというものであった。

そして１０ラップ目を過ぎタイヤの性能が低

下し始めると、たとえトップであってもリタ

イヤするといものであった。これを何レース

か繰り返したのだが、そのことによってリタ

イヤはするもののとにかく最初はトップを走

る速いチームとしてそのチームとスポンサー

は知名度を上げたというエピソードがあった。

この行動はモータースポーツの良くない面で

あることは否めないが、スポンサーの影響が

大きい中では合理的と言えるのではないか。 

 もうひとつ参加団体に大きく影響を与える

ものがある。それはレギュレーション
(
であ

る。レギュレーションはＦＩＡの規則が大本

となりＪＡＦなどの国別の規則が定められる

ものであり、レギュレーションが効力を発し

ている期間は、参加団体は遵守しなくてはな

らずその影響は大きい。 

)3

 今までのことより、一般的にモータースポ

ーツに参加するチームの行動を決定しうる大

きな要因はスポンサーとレギュレーションで

あると言える。通常の社会に置き換えるなら、

チームにとってスポンサーはお金であり、レ

ギュレーションは法律なのである。つまりこ

の二つと環境対策とを組み合わせて方策を考

えることで、マニュファクチャラーズが環境

対策技術を研究開発する動きを作り出すこと

ができるはずである。 

 

 

（１） 表彰台のこと。 

（２） グリップ力が高いと旋回の安定性や限界旋回性

能が向上し、一般には好ましい。 

（３） 競技規則。レース運営に関する規則と、車両の規

定に関する技術規則がある。ＦＩＡの規則が大本

となりＪＡＦなど国別の規則が定められる。 

 

 

 

４、 現在のモータースポーツと環境 

 これからの新しい方策を考えていく前に、

現時点では具体的にモータースポーツ内では

どのような環境対策がとられているのか把握

する必要がある。また、ＪＡＦは環境方針を

掲げておりさらにＩＳＯ14001 も取得してい

るが、それはモータースポーツにも反映され

ているのだろうか。 

 

４、１）規制のない環境対策 

 では具体的に例を紹介していこう。ここで

挙げる環境対策はあくまで筆者が集めた情報

であり、全てではないことに先に注意してお

く。 

 まず多くの競技で採用されているのが、競

技車両のエキゾーストシステムへのサイレン

サー 装着の義務付けである。エキゾースト

システムをフルストレート構造 とした場

合の排気音の大きさを知らない人が多いだろ

うが、フルストレートの場合近接排気騒音

で１２０ｄＢ
(
を超えることもあるのであ

る。環境基本法（平成５年法律第９１号）第

１６条第１項の規定に基づく騒音に係る環境

基準では、生活環境を保全し、人の健康の保

護に資する上で維持されることが望ましい基

準では、日中の住宅地では５５ｄＢとされて

いる。また市販車では近接排気騒音で７６ｄ

Ｂという車種もある。１２０ｄＢというのは

飛行機のエンジン近くの騒音と同レベルであ

り、その騒音の大きさを測り知ることが出来

)1(

)2(

)3(

)4
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る。排気音を抑えることは必要不可欠考えら

れるかもしれないが、サイレンサーの装着は

エンジンの高回転域での排気効率の低下を招

き、結果エンジンのピークパワーを落とすこ

とに繋がってしまうのである。
(
この事から

以前はサイレンサー装着の義務は極めて少な

かった。装着義務が浸透し始めたが、現在採

用されている装着義務は実はまだ極めて曖昧

なままなのである。装着を義務付けているの

が競技のレギュレーションであったり、サー

キットであったりするのである。また、排気

音の基準値も曖昧もしくは設けられていない

場合が多い。具体的な基準値が与えられてい

ても開催地の立地条件によって変わるような

例もある。 

)5

 もう一つは競技車両への三元触媒装着義務

である。先ほどのサイレンサー装着義務が地

域環境への配慮だとしたら、触媒装着義務は

地球環境への配慮である。この義務に関して

も曖昧な点が多く、サイレンサーと同じくレ

ギュレーションやサーキットによって区々な

のが現状である。基準値は日本の法規をクリ

アー出来ればよい。触媒もまた排気効率を低

下させる要因となり、効率の低下はサイレン

サー以上である。この為最近では一般的に自

動車メーカーが採用している触媒よりもはる

かに排気抵抗が少なく、基準をクリアー出来

るスポーツ触媒というものが開発され販売さ

れたりするようになっている。まさしく環境

対策が生み出した技術進歩の一例といえる。 

 例えばＤ１ という競技では、そのものが

公道から人気が出たドリフトを行う競技であ

るから、Ｄ１での競技車両がドリフトを行う

観客達への影響が大きいと考え、触媒もサイ

レンサーも装着を義務付けている。Ｄ１はあ

くまで市販車をベースに行うものであるから、

それらの車両の効率性を低下させずに環境に

配慮する技術は、市販車へと直結するのであ

る。 

)6(

 またラリーではＳＳ で公道、林道をコー

スとして使用する上に、リエゾン が公道で

あり一般車両と一緒に走るので、道路交通法

もしくはそれと同等の法規によって車両は規

制されている。ＳＳで林道を走行する場合に

コース脇の木々に損傷与えることもあるが、

その様な場合には主催者が損傷を受けた木々

を修復する、新たに植林するといった配慮も

行われる。 

)7(

)8(

 以上現在とられている環境対策を挙げたが、

これら全てレギュレーションを決定している

主催者、もしくはサーキット運営者により行

われているものなのである。ＪＡＦやＦＩＡ

は環境指針を掲げておりそれに基づいた活動

を行っているが、具体的な活動は全て市販車

を視野に入れたものでしかない。つまりモー

タースポーツに対してのポリシーも具体的な

活動もとっていないのである。ＪＡＦやＦＩ

Ａの協力を得ることによって曖昧な環境対策

は確実性のあるものへと変わっていくはずで

ある。もちろん本論で考える方策にもそのこ

とは必要不可欠である。 

 

 

 

（１） サイレンサーはイギリス英語で使われる。アメリ

カ英語ではマフラーと呼ばれる。排気吐出音や吸

気音を低減する装置のこと。排気消音機は一般に

マフラーと呼ばれていて、排気騒音を低減する。

特に排気音を低減する主要部分をサイレンサー

と言ってマフラーと区別する場合もある。 
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（２） 排気管において三元触媒やサイレンサーなどの

排気抵抗となる部品を装着しない状態。抵抗体を

装着しないことによって排気圧力は低下する。排

気圧力は吸入空気量の二乗に比例して増大する

ので、エンジンが高回転時においてポンピングロ

スが低減しエンジン出力が大きくなる。 

（３） 停車している車が排気管開口部から発する騒音

の大きさをいう。近接排気騒音は日欧では規制さ

れている。測定方法は通常、エンジン最高出力発

生回転数の７５％の回転数で、連続して五秒以上

無負荷運転している状態からスロットルペダル

を急に離した際の騒音の最大値を、排気管開口部

と同じ高さで後方 0.5ｍ、斜め 45 度の位置のマイ

クロフォンで測定する。日本の規制値はフロント

エンジンで 96ｄＢとなっている。 

（４） デシベルと読む。音や振動の大きさを表す単位。 

（５） 排気管内に抵抗体を装着するとエンジン出力が

低下するのが一般的であるが、エンジンが低回転

時にはトルクが低下してしまう傾向にある。また

マフラーの太さや材質、エキゾーストマニフォー

ルドから排気管開口部までのマフラーの取り回

しによってエンジン出力特性は大きく異なる。 

（６） D1 Grand Prix のこと。今までのモータースポー

ツと異なり、速さやタイムを競うのではなく、い

かに観客を魅了させられるドリフトが出来るか

を競う競技。2001 年より開催。 

（７） 一般道を舞台に開催されるラリーだが、その中で

も他の交通を完全に遮断し、ラリーカーが全開走

行でタイムを競う区間のことを、スペシャルステ

ージ（ＳＳ）と呼ぶ。ラリーでは基本的にＳＳタ

イムの合計が少ないドライバーが優勝すること

になる。 

（８） 別名ロードセクション。ＳＳとＳＳを、あるいは

ＳＳとサービスをつなぐ区間を意味する。ＳＳで

はないためタイムは計測されていないが、基本的

に競技区間で定められたルートを外れることは

出来ない。決められた時間内に移動できればよい。

リエゾンはＳＳと異なり一般車の通行する公道

を使うので、時折観客の車で渋滞が起きる。渋滞

をすり抜けて急ぐラリーカーもいるが、一般車と

同じく交通法規が適用されるのでスピード違反

で捕まるラリーカーも多い。 

 

 

４、２）スポンサー側の対策 

 前項で見てきた環境対策は、主に競技車両

を規制するものであった。騒音や排出をする

主体がその低減をすることはごく自然である

が、規制することでしか環境対策は出来ない

ものなのか。レースを構成する四つの主体の

一つであるスポンサーにも焦点をあててみる

こととする。 

 現在スポンサーが行う環境対策活動は、フ

ォーミュラ・ニッポン でのコスモ石油が有

名であり、極めて少ないスポンサーサイドの

活動であろう。以下コスモ石油を具体例とし

て採り上げ、その効果と問題点について述べ

ていく。 

)1(

 コスモ石油株式会社はフォーミュラ・ニッ

ポンにおいて、コスモオイルレーシングチー

ムセルモのタイトルスポンサーでありかつオ

イルのサプライヤーである。コスモ石油は単

なるスポンサーではなく、オイルの製品開発

としての目的もあり、チームの一部としてフ

ォーミュラ・ニッポンに参戦をしている。 

コスモ石油の活動とは、フォーミュラ・ニ

ッポンにおいて主催者の株式会社日本レース

プロモーションの賛同を得て、環境に配慮し

たモータースポーツイベントを目指し、排出

権を１シーズンのレース全戦にわたり提供す
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るというものである。その為 フリーのレ

ースが実現したというわけだ。（図４参照） 

2CO

 コスモ石油株式会社は、2001 年 6 月、オ

ーストラリアで排出権のオプション契

約 を交わし、このオプション権を行

使することで、CO 換算 71,489t を購入
している。これを上記のレース活動へと

割り当てているほかに、ホームページ上

で１ｔにつき 500 円で、「二酸化炭素吸

収証書」を提供している。また 2002 年

12 月中に給油されたガソリン 4,846kl

から排出される 11,195 トンの に対

して、購入した排出権の一部を充当し、CO
フリーガソリンとする試みも行っている。 

)2(

2

2CO

2

 コスモ石油の活動は環境対策に対して大変

有効なものであるが、その問題点はどういっ

たものなのか。まず、チーム側から充当され

た排出権分の費用を受け取っていない点が挙

げられる。コスモ石油の場合スポンサーとし

てのみならずレース活動にも参加しているの

で、チームとコスモ石油は一体と考えること

も出来るが、一般と同じくチームとスポンサ

ーが独立していると考えると、費用を受け取

らないことは非合理的な行動と考えることが

できる。また排出権を充当し フリーのレ

ースを実現したということで、企業の環境に

対するイメージが良くなるといった点で、費

用の変わりに広告宣伝効果を得ていると考え

ることが出来るが、後々他のスポンサーが同

じことを始め、数多くが排出権を充当するよ

うになれば最初の頃のような広告宣伝効果は

得られる可能性は低い。 

2CO

 次に、マニュファクチャラーズが環境対策

技術の研究開発を行うインセンティブがない

ことが挙げられる。マニュファクチャラーズ

はこれまで通り速く走る為の空力や軽量化の

研究開発は行うだろうが、３章の１項で述べ

たようにそれは市販車にフィードバック出来

る技術でしかない。マニュファクチャラーズ 

の研究開発方針の一つに環境対策という概念

が入ることで得られるものは大きいと期待で

きるが、例えそのような枠組みが出来上がっ

ても、スポンサーによる排出権充当はマニュ

ファクチャラーズが環境対策技術の研究開発

を行うインセンティブインセンティブを失わ

せることとなりかねない。 

 最後に、CO フリーは市販のガソリン車に
も適応できるのかという点が挙げられる。ガ

ソリン消費者に自己のCO 排出分排出権価
格を負担させることは、ガソリンの需要低下

が想定できガソリンを供給する企業側からは

望ましいことではない。逆に排出権の費用を

企業側が負担することも収益を圧迫する。以

上のことから、重要なことはマニュファクチ

ャラーズ側がレースで環境対策に対する負担

を負うこと、そしてなにより環境対策技術の

研究開発を行うインセンティブを持つことで

ある。また３章４項の最後に述べたようにマ

ニュファクチャラーズの行動を決定しうる要

因はスポンサーとレギュレーションであるこ

とも忘れてはならない。これらを踏まえ次章

で新しい枠組みを論じていく。 

2

2

 

 

 

(1) 1995年までヨーロッパの国際Ｆ3000選手権と同

等の規則に従って開催されていた全日本Ｆ3000

選手権が、フォーミュラ・ニッポンの前身であ

る。国際Ｆ3000 選手権は、96 年から使用車両が

ワンメイク化されるなど大きな規則変更が実施
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されたが、日本では国際Ｆ3000 とは一線を画す

規則を作り、日本独自のフォーミュラ・カテゴ

リーとなった。 

(2) 2001 年から 2012 年の 11 年間にわたり、

ユーカリの木が吸収する二酸化炭素 [当

初予測合計 280 万 t-CO2（換算）]に対

する排出権をコスモ石油が毎年優先的に

購入できる権利を取得する契約 
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（図４）コスモ石油の取り組み 

 

 

 

 

、 レギュレーション提案 

、１）概観 

今までの章で既存のモータースポーツが抱

る環境対策に対する問題点が明らかになっ

きた。これまで市販の自動車業界では、早

時期から環境問題への取り組みが注目を集

、業界では数々の改善が行われてきたが、

ータースポーツ業界は競技という特殊性か

同じ自動車であるにも関わらず、環境への

慮は叫ばれてこなかった。しかし地球環境

題の関心が高まり、持続可能な発展のため

今まで以上に環境を配慮した経済発展が必

となる今、自動車はさらなる環境対策技術

進歩が絶対となってくる。そんな中、先進

的な技術を研究開発するモータースポーツに

も地球環境は切ることができない関係となっ

ていくはずである。その為モータースポーツ

と環境を結びつける問題点を解決することが

重要となる。 

 これまで論じてきた内容はすべて特定の競

技ではなく、あくまで一般的な代表的な事柄

であった。その為これから論じることも一般

形で考えていく。だが前にも述べたように、

ある程度資金循環が成り立っている、規模の

大きな競技であるほうが一般形は当てはまり

がよい。 

 また自動車が影響を与える環境問題は２章

で述べたように、温暖化問題、酸性雨、オゾ
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ン層破壊、リサイクル問題などであるが、モ

ータースポーツで活躍する競技車両で焦点を

当てなければならないのは温暖化や酸性雨の

問題である。もちろん競技車両が直接的に及

ぼす影響は車両台数から考えて無いに等しい

が、技術が市販車にフィードバックされる点

で極めて重要なのである。オゾン層の問題は

フロンガスに起因するものであるから、エア

コンを搭載しない競技車両に改善技術を望む

のは無理である。同じくリサイクル問題も、

極めて少ない車両台数と、部品のほとんどが

ワンオフ 品であることから改善技術は望

めない。よってこれから先の提案では地球温

暖化問題を要とし、排出ガスに焦点を絞るこ

とにする。 

)1(

 

 

（１） 量産を目的とせず、ショーカーや注文生産などの

目的のために 1台だけ作られたもの。 

 

 

５、２）レギュレーション提案 

 マニュファクチャラーズの行動決定要因の

一つがレギュレーションであるから、その中

に環境のための規制は必ず必要である。また

もう一つの要因であるスポンサーは、マニュ

ファクチャラーズに影響を与えるが、レギュ

レーションでスポンサーが関係する記述があ

る場合には影響を受ける。その為スポンサー

と環境を結びつける場合もレギュレーション

を使うこととなる。 

 まずレギュレーションに必要なのは競技車

両への三元触媒の装着義務である。触媒の装

着は前記した通り高い排気抵抗をもたらし、

エンジン出力を低下させることにつながるが、

触媒を三成分の低減性能は同じでも、より抵

抗の少ない高効率を開発することへとつなが

っていく。そのようにして開発された触媒は

デチューンすることなく市販車へと使用でき

るものだろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポンサー４社
出資総額５０

排出削減量７５

スポンサー３社
出資総額２０

排出削減量３０

スポンサー５社
出資総額３０

排出削減量４５

レギュレーション
CO2　１５０削減

チームA チームB チームC
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排出削減量７５

スポンサー３社
出資総額２０

排出削減量３０
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出資総額３０

排出削減量４５

レギュレーション
CO2　１５０削減
レギュレーション
CO2　１５０削減

チームAチームA チームBチームB チームCチームC

（図５）排出削減総量の振り分け 
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 次にレギュレーションによる１シーズン当

たりの前シーズン比CO 排出削減総量の決
定である。そしてその排出削減総量を各マニ

ュファクチャラーズが受けているスポンサー

からの出資総額をそれぞれのマニュファクチ

ャラーズごとの比に換算し割るのである。図

５を参照して頂きたい。今Ａ、Ｂ、Ｃという

三つのマニュファクチャラーズが存在すると

しよう。Ａには五社のスポンサーが付いてお

り出資総額は３０である。Ｂには四社のスポ

ンサーがついており出資総額は５０である。

Ｃには三社のスポンサーがついており出資総

額は２０である。そして排出削減総量が１５

０と定められていた場合、それぞれＡは４５、

Ｂは７５、Ｃは３０の排出削減が義務付けら

れるのである。 各々のマニュファクチャラ

ーズからのCO 排出量は燃料消費量から計
算することができるので、削減量については

把握することは容易である。また燃料も主催

者もしくはＦＩＡやＪＡＦが一元管理してい

るので各マニュファクチャラーズの燃料消費

量は把握できる。また、プラクティス
(
など

でそれぞれの燃料消費量は異なるが、排出削

減量の指定はクオリファイ とファイナル

を通してのものでいい。これはあくまで排

出削減をさせるのは、技術革新を狙ったもの

であるが故であり、セットアップの為のプラ

クティスとクオリファイ及びファイナルで異

なる仕様の車両もしくはエンジンを使用する

ことはあり得ないからである。クオリファイ

とファイナルを通しての排出削減を要求する

のは、クオリファイ後給油なしでファイナル

をスタートさせるレギュレーションがあるた

めで、一般形としてそのことを考慮するから

である。 2

2

)1

)2(

)3(

 各チームへのスポンサーの総出資額は主催

者なりＦＩＡなりＪＡＦが正確に把握をする

必要がある。これは監査法人による承認で正

確性を確保できる。 

このレギュレーションのメリットは、まず

高効率なCO 排出抑制技術が研究されるこ
とである。排出削減が決められているという

ことは、燃料の削減量が決められているとい

うことであり、それは燃費の向上をしなけれ

ばならないことを示す。もし燃費の向上が出

来ないようであれば、エンジン出力を落とす

ことで対応しなくてはならない。当初はエン

ジン出力を落として対応するところもあるだ

ろうが、速さを競うモータースポーツでは、

マニュファクチャラーズはエンジン出力を出

来る限り落とさないように新しいエンジンや

車体を開発するはずである。そこから革新的

な技術が生まれることが大いに期待できるの

である。またこの排出削減量を、１シーズン

ごとに徐々に増やしていくことで、持続的な

燃費改善の研究開発が進められることが考え

られる。 

2

 各マニュファクチャラーズにスポンサーか

らの資金提供の額に差異があることも、この

レギュレーションでは影響が大きくなる。

往々に上位チームはスポンサーからの出資額

が大きく、逆に下位チームは出資額が小さい。

その為このレギュレーション下では、上位チ

ームは下位チームより多くの排出削減を要求

されることになり、エンジン出力低下の割合

は大きくなる。つまり上位と下位のチームで
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出力低下に差異が生じ、性能がより拮抗する

ことが期待できる。もちろん数年間効力を発

生するレギュレーションで、排出削減量が一

度定められただけでは、上位チームは下位チ

ームより削減量が多い分だけ燃費の改善が進

み、いずれ上位と下位の差は開いてしまうだ

ろうが、１シーズンごとに前シーズン比での

削減量を定めるようにすればその問題点は解

消される。シーズン終了後に下位チームが上

位に上がってくれば、スポンサーからの出資

額は増えることが予想されるので、１シーズ

ンごとの排出削減量振り分けにより、シーズ

ンごとに上位と下位の性能は拮抗を続けるこ

ととなる。 

 

 

(1) 予選・決勝の前に、レース主催者が時間を決

めて行う練習走行をいう。公開練習とか公式

練習とも呼ばれる。予選を兼ねたプラクティ

スもあるが、予選を含めない場合はフリープ

ラクティスと呼ばれる。 

(2) 英語の、資格を得るという意味の動詞。転じ

て予選レースのことを指す。決勝レースへの

出走権と、そのスターティング・グリッドを

決めるために行われるタイムアタックである。 

(3) 決勝レースのこと。 

 

５、３）検討すべきこと 

 前項で挙げたレギュレーションは、環境対

策技術の進歩に大きな力となるであろうし、

各マニュファクチャラーズの性能が拮抗しレ

ースをよりおもしろくできる可能性を持って

いる。 

しかし問題点はないのだろうか。問題点は

環境対策技術を研究開発しなくてはならなこ

とによる各マニュファクチャラーズの研究開

発にかかるコスト増加である。どんな競技で

も毎年のようにレギュレーションが少しずつ

変更されているが、それが安全面とコスト削

減の二つの理由から行われているとすれば、

コスト増加は各マニュファクチャラーズにと

って重大な意味をなすことである。特に下位

チームは、排出削減量が少ないにしてもコス

ト増加は受け入れられないものかもしれない。

また上位チームは、下位チームとの性能差が

縮まることを嫌い、コスト増加を理由に反対

することが考えられる。 

こういった問題点を乗り越える為には、や

はりレギュレーションを決定もしくは承認し

ているＦＩＡやＪＡＦの前向きな姿勢が必要

となってくる。 

また各競技で活躍しているマニュファクチ

ャラーズの多くが、自動車メーカーそのもの

であったり、メーカーと技術提携をしていた

りする。それ以外のマニュファクチャラーズ

でも、エンジンはメーカーからの供給を受け

ていることがほとんどなので、自動車メーカ

ーが関わっていないことは無いに等しいと言

っても過言ではない。自動車メーカーが技術

提携をしている場合とエンジンを供給してい

る場合は、マニュファクチャラーズにとって

自動車メーカーはスポンサーであると扱うこ

とが出来る。近年自動車メーカーは環境への

取り組みが重要視されており、各社とも社会

的イメージ向上のために、実際ほとんど全て

のメーカーが環境対策に力をいれている。そ

んな自動車メーカーがスポンサーについてい

るのだから、環境に配慮したレギュレーショ
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ンへの変更は自動車メーカーの理解を得るこ

とで現実的なものにすることが出来るのでは

ないだろうか。 

 

 

６、 まとめ 

 

 モータースポーツには様々な競技があり、

それぞれ特徴と見所を有している。市販車を

ベースにレースを行うものから、フォーミュ

ラマシンの様にワンオフ製作されたマシンで

レースをするものもある。だがどれにも共通

することは、エンジンの回転を動力に利用し

ていることである。つまりどの様な競技であ

っても石油をエネルギーとし、排出ガスを吐

き出しているのである。 

 市販車でなく競技車両であるので数が少な

く、競技車両の排出ガスの総排出量は問題と

されることはなかった。だが最先端の技術開

発の場となるモータースポーツと環境に関わ

りを持たせることは、明らかに有益なことで

あり進めるべきことである。昨今レギュレー

ションの変更により、速すぎる速度を落とそ

うという試みがあるが、ただスピードを落と

す為だけに排気量を小さくするよりは環境と

性能がトレードオフであることを利用してい

くことで、失うだけでなく新しい何かを生み

出す動きをつくることは、ただ制限を厳しい

ものにするよりかは望ましいのではないか。 

 

 車は移動手段でありながら、自由の概念の

塊である。自分の好きなところに、好きなよ

うに、好きな時間に行くことが出来る。個人

の自由で走り方を決められるなら、必然的に

人より速く走ろうとする者がいる。故に動く

機械としては唯一スポーツとなった。 

しかし自由であるが自在ではない。自由に

も節度が必要だ。公道であれば法規を、サー

キットであればレギュレーションを遵守しな

くてはならない。自由であるが自在でないの

は自然環境も同じである。環境の利用は自由

であるはずだが、自在でないと認識しなくて

はならない。自由にやり過ぎて環境容量を超

えれば、失われるものは多い。失ったものを

取り戻すには、長い時間とコストがかかり自

在に元に戻すことは出来ない。 

自在とは束縛も師匠もなく、心のままにあ

ることだが、一方自由とは一定条件の上に成

立するものであり、無条件的な絶対の自由は

人間には存在しない 。環境と自由の二点か

ら考えれば、最適な環境への条件を示し、自

由を最大にすることが必要と言える。 

)1(

 

 

（１）広辞苑より引用。 
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